
２０１８年度 長野県山岳協会 総括報告 

ここ数年、遭難事故も増加の一途を辿り、それに対する社会的な風当りは厳しくなってき

ています。そんな事態を前に、長野県では、「登山届」の義務付けを盛り込んだ登山安全条

例が施行されています。長山協としては、本来的な登山のあり方から逸脱することのないよ

う一定の意見を伝えながら、普及啓発の一助として協力をしてきました。 

競技登山の部分では、スポーツクライミングが 2020東京五輪の正式種目として採用され

ています。またこれに伴い、（公社）日本山岳・スポーツクライミング協会（以下 JMSCA）

では、審判員制度をはじめとする諸改革を急ピッチで進めています。山岳協会としての本来

的な活動とはやや意味合いを異にするクライミング一辺倒の流れに対して、長山協として

は一定の違和感を持たざるを得ず、このことについては北信越各県と協力して一定の意見

を申し述べました。しかし、若者の取り込みなどを意識した世の中の大きな趨勢の中では、

JMSCA執行部の提案を変えるまでには至りませんでした。とはいえ、近畿地区の岳連をは

じめ長山協と軌を一にした考えの岳連や役員も一定あり、スポーツクライミングに前のめ

りともいえる日山協執行部に対しては、一石を投じることができたと自負していますし、こ

れからも意見を申し述べていく必要があると考えています。 

 

山岳スキー大会については、今年度も JMSCA に協力して運営の協力を行いました。運

営全般に関しては協力いただいたみなさんのお力添えで滞りなく大会を行うことができま

した。関係されたみなさんに改めて感謝申し上げます。 

 

西蔵登山協会との友好兄弟協定 30周年記念事業については、関係各位のご協力の下、登

山隊の派遣と登頂を無事果たすことができました。関係されたみなさんに改めて感謝申し

上げます。 

 

登山の普及・技術の向上・啓発活動 登山の普及は、協会加盟団体の活動と社会還元の二

面を持っています。各支部の夏山登山教室には、今年度も県の遭難防止対策協議会から補助

金をいただきましたが、経年的に行われてきた実績に対しその意義は社会的にも充分に理

解されています。指導委員会と遭難対策委員会では、5月の針ノ木でのキャンプ、山岳総合

センターとのタイアップによる指導者研修会、長山協キャンプでの合同研修会を実施しま

した。７年目を迎えた「ウインターミーティング」は山小屋泊という参加しやすい形が功を

奏し、参加者も多く、親睦を深めながら技術を高める機会として定着しました。また、2018

年度も検定会を実施し、新たに 3名が合格しました。ここ数年、若手の指導員が増える傾向

が見られます。2008年から始めたジュニア層へ野外活動の素晴らしさを伝える取り組みは

11 年目を迎え、山岳総合センターともタイアップしながら、地道に成果を積み重ねてきて

います。 

競技登山では、具体的な結果は示せませんでした。今後長い目で見ながら８年後の 2027

年に行われる予定の長野国体を見据えた取り組みに着手することが求められています。強



化に当たってご協力をいただいているクライミングジムにも感謝申し上げますとともに、

関係各位には引き続きご協力をお願いするところです。しかしながら、選手層の薄さや大会

運営をする予算的裏付けが十分とは言えず、課題も山積しています。日山協に公認されてい

た審判員については、引き続き資格 取得者を増やす必要があります。 

山のセミナーについては、事業部が企画調整を行いました。協会内の複数の委員会がかか

わりながら、広く「山」を考えるセミナーとなりました。６年目を迎えた個人会員制度も軌

道に乗ってきています。医科学はやまなみを通して、情報提供につとめました。 

長山協の収入収支については、ここ数年の電子化により事務経費などの削減に努めてい

ますが、加盟団体数の減少や、クライミング大会を開催するための壁の建設費用が大きな負

担になっており、協会のスリム化をはじめとする何らかの手立てが必要です。「やまなみ」

は予定通り 4回発行しました。 

山岳総合センターの指定管理として 2期目（通算７年目）は、関係の皆様のご協力で順調

に事業を行ってきました。より認知度も高まる中、主催事業は質量ともに向上し、受講生は

もとより、社会的な評価も高まっています。 

山岳図書資料館 開館７年目を迎え認知度も上がってきています。遠方からの利用者も含

め安定的な利用がされています。今後も山岳博物館ほか関係者との協力の下に資料の充実、

適切な運営に努めることが肝要です。 

最後に、今年度より長期ビジョン特任理事を任命しました。長山協の中長期的に抱える課

題を洗い出し、その解決策または解決に向けた道筋を示せるようにしていく取り組みをし

ていくことが主な目的です。 


